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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究所（北地区）の原子炉施設

［ＨＴＴＲ（高温工学試験研究炉）］の変更に係る設計及び工事の計画（第３回

申請）の認可について 

 

原規規発第 2010191 号 

令和２年１０月１９日 

原子力規制委員会 

 

原子力規制委員会（以下「規制委員会」という。）は、国立研究開発法人日本

原子力研究開発機構（以下「申請者」という。）大洗研究所（北地区）の試験研

究用等原子炉施設（ＨＴＴＲ原子炉施設）の変更に係る設計及び工事の計画の認

可に関し、申請を受けた「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究所

(北地区)の原子炉施設[ＨＴＴＲ(高温工学試験研究炉)]の変更に係る設計及び

工事の方法の認可申請書〔ＨＴＴＲの変更(第３回申請)〕」（平成３０年１１月１

６日付け３０原機(温Ｈ)００６をもって申請、平成３１年４月２５日付け３１

原機(温Ｈ)００１及び令和２年７月２０日付け令０２原機（温Ｈ）００２をもっ

て一部補正。以下「本申請」という。）が、核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「法」という。）第２７

条第３項第１号に規定する試験研究用等原子炉の設置変更の許可を受けたとこ

ろによるものであるかどうか、同項第２号に規定する試験研究の用に供する原

子炉等の技術基準に関する規則（令和２年原子力規制委員会規則第７号。以下

「技術基準規則」という。）に適合するものであるかどうかについて審査した。 

 

１．法第２７条第１項に基づく設計及び工事の計画の認可申請 

１―１ 申請の概要 

本申請に係る設計及び工事の計画は、令和２年６月３日に許可した「国立

研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究所（北地区）の原子炉設置変

更許可申請書［ＨＴＴＲ（高温工学試験研究炉）原子炉施設の変更］」（平成

２６年１１月２６日付け申請、平成２８年１０月２７日付け、平成２９年６

月２９日付け、平成２９年１２月２１日付け、平成３０年２月２３日付け、

平成３０年７月１１日付け、平成３０年１０月１７日付け、令和元年９月２

６日付け、令和２年１月２７日付け及び令和２年３月２３日付けをもって一

部補正。以下「設置変更許可申請書」という。）に従って、通信連絡設備の

設置を行うものである。 

また、申請者は、技術基準規則等への適合のため、設置変更許可申請書に

基づき、既設の施設を含む試験研究用等原子炉施設（ＨＴＴＲ原子炉施設）
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の変更に係る工事（既設の施設に係る健全性評価を含む。以下「本件工事」

という。）の設計及び工事の計画の認可申請（以下「設工認申請」という。）

を行っているが、工事に要する期間等を考慮し、試験研究の用に供する原子

炉等の設置、運転等に関する規則（昭和３２年総理府令第８３号）第３条第

３項の規定に基づき当該設工認申請を分割して申請している。 

具体的には、本件工事については以下の項目で構成され、第１回申請から

第４回申請の計４回に分割して申請しており、本申請は第３回申請である。 

   なお、第２回申請は認可済みである。 

 

施設区分 
申請回 備考 

設工認申請 設置変更許可申請書の項目 

イ 原子炉

本体 

ロ 試験研究

用等原子炉施

設の一般構造 

(1)耐震構造 

制御棒案内ブ

ロック、原子

炉圧力容器、

炉内構造物等

の構造（耐震

性） 

第 4回 評価 

ロ 核燃料

物質の取扱

施設及び貯

蔵施設 

ロ 試験研究

用等原子炉施

設の一般構造 

(1)耐震構造 

新燃料貯蔵設

備、原子炉建

家内使用済燃

料貯蔵設備、

使用済燃料貯

蔵建家内使用

済燃料貯蔵設

備等の構造

（耐震性・波

及的影響） 

第 4回 評価 

ニ 核燃料物

質の取扱施設

及び貯蔵施設

の構造及び設

備 

(2)核燃料物

質貯蔵設備の

構造及び貯蔵

能力 

使用済燃料貯

蔵設備の警報

回路 

第 1回 既設 

ハ 原子炉

冷却系統施

設 

ロ 試験研究

用等原子炉施

設の一般構造 

(1)耐震構造 

中間熱交換

器、１次ヘリ

ウム循環機、

補助冷却設備

第 4回 評価 
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施設区分 
申請回 備考 

設工認申請 設置変更許可申請書の項目 

等の構造(耐

震性） 

ニ 計測制

御系統施設 

ロ 試験研究

用等原子炉施

設の一般構造 

(1)耐震構造 

原子炉計装、

制御棒、後備

停止系駆動装

置等の構造

(耐震性） 

第 4回 評価 

ホ 放射性

廃棄物の廃

棄施設 

ロ 試験研究

用等原子炉施

設の一般構造 

(1)耐震構造 

排気筒の構造

(耐震性・波

及的影響） 

第 4回 評価 

ト 放射性廃

棄物の廃棄施

設の構造及び

設備 

(1)気体廃棄

物の廃棄施設 

排気筒(外部

火災に対する

健全性評価) 

第 2 回 評価 

(3)固体廃棄

物の廃棄設備 
保管廃棄施設 第 4回 既設 

へ 放射線

管理施設 

ロ 試験研究

用等原子炉施

設の一般構造 

(1)耐震構造 

作業環境モニ

タリング設備

の構造(耐震

性) 

第 4 回 評価 

チ 放射線管

理施設の構造

及び設備 

(2)屋外管理

用の主要な設

備の種類 

固定モニタリ

ング設備のデ

ータ送信シス

テムの多様化 

第 1回 改造 

ト 原子炉

格納施設 

ロ 試験研究

用等原子炉施

設の一般構造 

(1)耐震構造 

原子炉格納容

器、原子炉格

納容器附属設

備等の構造

(耐震性・波

及的影響) 

第 4 回 評価 

チ その他

試験研究用

等原子炉の

附属施設 

ロ 試験研究

用等原子炉施

設の一般構造 

(1)耐震構造 

プラント補助

施設、建家・

構築物等の構

造(耐震性・

波及的影響) 

第 4 回 評価 
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施設区分 
申請回 備考 

設工認申請 設置変更許可申請書の項目 

(3)その他の

主要な構造 

原子炉建家、

使用済燃料貯

蔵建家等の構

造(外部火災

に対する健全

性評価) 

第 2 回 評価 

原子炉建家、

使用済燃料貯

蔵建家等の構

造(火山及び

竜巻に対する

健全性評価) 

第 2 回 評価 

防火帯 第 2回 新設 

火災対策機器

(火災感知

器、消火器、

消火栓等) 

第 2 回 
既設 

新設 

安全避難通路

等 
第 1回 既設 

通信連絡設備

等 
本申請 既設 

溢水対策機器

（漏水検知器

等) 

第 4 回 既設 

避雷針 第 2回 既設 

全交流動力電

源喪失時の対

応機器（可搬

型計器・可搬

型発電機等） 

第 2回 
既設 

新設 

ヌ その他試

験研究用等原

子炉の附属施

設の構造及び

(3)その他の

主要な事項 

多量の放射性

物質等を放出

する事故の拡

大の防止対策

第 4回 
既設 

新設 
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施設区分 
申請回 備考 

設工認申請 設置変更許可申請書の項目 

設備 機器（消防自

動車・ホー

ス、可搬型計

器・可搬型発

電機等) 

 

１―２ 本件工事の設工認申請の審査について 

規制委員会は、本申請が設置変更許可申請書に基づき申請される設工認申

請の一部であることから、別途申請されている設工認申請の審査を含めて、

以下を確認する。 

（１）本申請及び別途申請されている設工認申請について、設置変更許可申

請書に対応した設計及び工事の計画として申請されるべき設備が申

請されること、及び、設工認申請のうち最後の申請に係る審査におい

て、設置変更許可申請書に基づく設計及び工事の計画として、全体を

通じて申請されるべき全ての設備が申請されていること 

（２）設工認申請のうち最後の申請に係る審査においては、試験研究用等原

子炉施設全体が設置変更許可申請書に記載された設計方針に従った

ものであり、技術基準規則に適合するものであること 

（３）設工認申請の認可に当たっては、先行申請され認可された設計及び工

事の計画がある場合には、当該申請と設計上の不整合を生じていない

こと 

 

２．法第２７条第３項第１号（設置変更許可申請書）への適合性 

規制委員会は、本申請に係る設備の設計条件、設備の仕様に関する事項並

びに設計及び工事に係る品質マネジメントシステムが、試験研究用等原子

炉の設置変更の許可を受けたところによるものであるかの観点から確認し

た。 

設計及び工事に係る品質マネジメントシステムの確認に当たっては、「原

子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する

規則」（令和２年原子力規制委員会規則第２号）を参考とした。 

 

規制委員会は、申請書本文及び添付書類により、以下を確認した。 

（１）設計及び工事の計画のうち設備の設計条件に関する事項は、設置変

更許可申請書の設計方針と整合していること 
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（２）設計及び工事の計画のうち設備の仕様に関する事項は、設置変更許

可申請書に記載された設備仕様と整合していること 

（３）設計及び工事に係る品質マネジメントシステムが、設置変更許可申

請書（令和２年４月２２日付け令０２原機（大安）０１８による届

出を含む。）の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整

備に関する事項と整合していること 

 

規制委員会は、上記のとおり、本申請の設計及び工事の計画が許可を受け

たところによるものであることを確認したことから、法第２７条第３項第

１号に適合すると判断した。 

 

本申請及び別途申請されている設工認申請について、設置変更許可申請

書に対応した設計及び工事の計画として申請されるべき設備が申請されて

いるかどうかについては、本審査書１．１－１の一覧のとおり全４回の分割

申請により申請されており、本申請で申請されるべき設備が申請されてい

ることを確認した。また、本申請については、通信連絡設備の設置を行うも

のであり、本申請に基づく設計及び工事の計画が申請済みの他の分割申請

と設備設計上の不整合を生じないこと、本申請に係る設備及び技術基準規

則の要求内容から、分割申請における本申請の範囲が適当であり、本申請の

範囲内で審査が可能であることを確認した。 

 

３．法第２７条第３項第２号（技術基準規則）への適合性 

規制委員会は、本申請の技術基準規則各条文への適合性の確認に関して、

新たに設計及び工事の計画の対象となった設備に関連する条文への適合性

の観点から確認した。 

なお、本節で用いる条番号は、断りのない限り技術基準規則のものである。 

 

３－１ 第４２条（通信連絡設備等） 

第４２条の規定は、第１項において「工場等には、設計基準事故が発生し

た場合において工場等内の人に対し必要な指示ができるよう、通信連絡設備

が設けられていなければならない。」、第２項において「工場等には、設計基

準事故が発生した場合において当該試験研究用等原子炉施設外の通信連絡

をする必要がある場所と通信連絡ができるよう、多重性又は多様性を確保し

た通信回線が設けられていなければならない。」ことを要求している。 

 

これに対し、規制委員会は、通信連絡設備について、申請書本文及び添付
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書類により、以下を確認したことから、第４２条の規定に適合すると判断し

た。 

 

① 設計基準事故が発生した場合において、必要な指示ができる通信連絡設

備として、大洗研究所（北地区）敷地内にいる人に対し、構内一斉放送設

備を設けるとともに、ＨＴＴＲ原子炉施設内にいる人に対し、中央制御室

から指示できる非常用放送設備（ＨＴＴＲ）及びＨＴＴＲ原子炉施設内の

各所と中央制御室との間で通信連絡を行うための送受話器（ページング）

を設けること、また、構内一斉放送設備、非常用放送設備（ＨＴＴＲ）及び

送受話器（ページング）は、商用電源喪失時でも使用できるように非常用

発電機を設けること 

② 設計基準事故が発生した場合において、ＨＴＴＲの現場指揮所と大洗研

究所（北地区）に設置される現地対策本部（緊急時対策所）との間の通信

連絡には、多様性を確保した通信回線（固定電話（一般電話回線）、携帯電

話（災害時優先回線）、ファクシミリ（一般電話回線））を有する通信連絡

設備を設けること 

③ 設計基準事故が発生した場合において、関係官庁等の異常時通報連絡先

機関等への通信連絡設備として、現地対策本部（緊急時対策所）に多様性

を確保した通信回線（固定電話（一般電話回線）、携帯電話（災害時優先回

線）、ファクシミリ（災害時優先回線）、衛星携帯電話）を有する通信連絡

設備を設けること 

④ なお、構内一斉放送設備、現地対策本部の大洗研究所外通信連絡設備及

び大洗研究所内通信連絡設備は、大洗研究所内の原子力施設で共用するこ

と 

 

３－２ 工事の方法 

規制委員会は、申請書本文及び添付書類により、工事の方法について、上

記条文に規定される要求事項等を踏まえ、当該設備が期待される機能を確実

に発揮できるように、工事の手順、使用前事業者検査の項目及び方法が適切

に定められていることを確認した。 

以上から、設備の工事の方法が妥当であり、上記条文の規定に適合すると

判断した。 

 

規制委員会は、上記３－１及び３－２により、本申請は、技術基準規則に

適合するものであることを確認したことから、法第２７条第３項第２号に適

合すると判断した。 
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４．審査結果 

規制委員会は、上記１から３の事項を確認したことから、本申請について、

法第２７条第３項各号のいずれにも適合すると判断した。 
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別 添 

技術基準規則各条文への適合性を審査した事項※１※２ 

施 設

区分 

技術基準規則の規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備 

第 5 条 

 

試験研

究用等

原子炉

施設の

地盤 

第 6 条 

 

地震に

よる損

傷の防

止 

第 7 条 

 

津波に

よる損

傷の防

止 

第 8 条 

 

外部か

らの衝

撃によ

る損傷

の防止 

第 9 条 

 

試験研

究用等

原子炉

施設へ

の人の

不法な

侵入等

の防止 

第 10 条 

 

試験研

究用等

原子炉

施設の

機能 

第 11 条 

 

機能の

確認等 

第 12 条 

 

材料及

び構造 

第 13 条 

 

安全弁

等 

第 14 条 

 

逆止め

弁 

第 15 条 

 

放射性

物質に

よる汚

染の防

止 

第 16 条 

 

遮蔽等 

第 17 条 

 

換気設

備 

第 19 条 

 

溢水に

よる損

傷の防

止 

第 20 条 

 

安全避

難通路

等 

第 21 条 

 

安全設

備 

第 22 条 

 

炉心等 

第 23 条 

 

熱遮蔽

材 

第 24 条 

 

一次冷

却材 

チ．その

他 原 子

炉 の 付

属施設 

その他の設備 通信連絡設備 固定電話                    

ファクシミリ 
                   

携帯電話                    

衛星携帯電話 
                   

非常用放送設備

及び送受話器 
                   

構内一斉放送設

備 
                   

構内一斉放送設備専用の

非常用発電機 
                   

 
施 設

区分 

技術基準規則の規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備 

第 25 条 

 

核燃料

物質取

扱設備 

 

第 26 条 

 

核燃料

物質貯

蔵設備 

 

第 27 条 

 

一次冷

却材処

理装置 

 

第 28 条 

 

冷却設

備等 

第 31 条 

 

放射線

管理施

設 

 

第 32 条 

 

安全保

護回路 

第 33 条 

 

反応度

制御系

統及び

原子炉

停止系

統 

 

第 34 条 

 

原子炉

制御室

等 

 

第 35 条 

 

廃棄物

処理設

備 

 

第 36 条 

 

保管廃

棄設備 

 

第 38 条 

 

実験設

備等 

 

第 40 条 

 

保安電

源設備 

第 41 条 

 

警報装

置 

 

第 42 条 

 

通信連

絡設備

等 

 

第 54 条 

 

原子炉

冷却材

圧力バ

ウンダ

リ 

 

第 55 条 

 

計測設

備 

第 56 条 

 

原子炉

格納施

設 

 

第 57 条 

 

試験用

燃料体 

第 58 条 

 

多量の

放射性

物質等

を放出

する事

故の拡

大の防

止 

チ．その

他 原 子

炉 の 付

属施設 

その他の設備 通信連絡設備 固定電話 
             ○      

ファクシミリ              ○      

携帯電話 
             ○      

衛星携帯電話              ○      

非常用放送設備

及び送受話器 
             ○      

構内一斉放送設

備 
             ○      

構内一斉放送設備専用の

非常用発電機 
             ○      

※１：第 1条は適用範囲のため、第 2条は定義規定のため、第 3条は特殊設計認可設計のため、第 4条は廃止措置中の維持規定のため、第 18 条及び第 53 条は適用規定

のため、第 59 条は準用規定のため、第 71 条は手続規定のため表中には含めない。第 59 条の規定により、第 29 条、第 30 条、第 37 条及び第 39 条の規定は、ガ

ス冷却型原子炉に係る試験研究用等原子炉施設には適用しない。第 43 条から第 52 条までは研究開発段階原子炉に係る試験研究用等原子炉施設に関する条項の

ため、第 60 条から第 70 条はナトリウム冷却型高速炉に係る試験研究用等原子炉施設に関する条項のため、適用しない。 

※２：「○」は本申請において技術基準規則各条文への適合性を審査した事項を表す。 


